
公的介護保険制度の要介護認定に連動し て保険金などをお支払いする新積立型介護保険、 介護保障定期

保険、新介護保障定期保険特約、介護保障特約、介護収入保障特約、介護終身年金特約、介護終身年金特

約〈 認知症加算型〉 などでは、 公的介護保険制度に定める「 要介護２ 以上」 と 認定さ れた場合に、 介護保

険金などの支払対象と なり ます。

介護保険金のお支払い②
（ 公的介護保険制度の要介護認定）

事　 例
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「 要介護２ 」 以上に相当する状態であっても、実際に公的介護保険制度で「 要介護２ 」 以上と 認定

さ れない場合は、要介護認定による介護保険金などのお支払いはできません。

以下の保険種類・ 特約では、被保険者が公的介護保険制度の「 要介護１ 以上」と 認定さ れた場合、

「 軽度介護給付金」をお支払いし ます。

平成16 年４ 月以降に発売さ れた、新介護保障定期保険特約（ < 妻型> を含みます。）・ 介護収入保障特約・ 無配当介護保

障定期保険・ 介護保障特約

契約の保険種類によっては、「 公的介護保険制度」 による要介護認定を受けられたことを支払事

由とし ていないために、『 要介護２ 以上（ 軽度介護給付金も保障範囲に含まれるものについては

「 要介護１ 」）』と 認定さ れても、介護保険金などをお支払いできない場合があります。

必ず、「 保険証券」、「 ご契約のし おり－定款・ 約款」などでご加入の契約内容をご確認く ださい。

ご注意

【 重度障害保険金のお支払い】

（ 重度障害保障定期保険特約または重度障害保障特約が付加さ れている契約が対象と なり ます。）

■重度障害保険金は、責任開始期以後の原因によって所定の重度障害状態に該当し た場合にお支払いし ます。

■所定の重度障害状態については、お手持ちの「 ご契約のし おり -定款・ 約款」をご覧く ださ い。

【 生活障害保険金のお支払い】

（ 生活障害保障特約が付加さ れている契約が対象と なり ます。）

■生活障害保険金は、 責任開始期以後の原因によって１ ～３ 級の身体障害者手帳を交付さ れるなど所定の生活障害状

態に該当し た場合にお支払いし ます。

■所定の生活障害状態については、お手持ちの「 ご契約のし おり -定款・ 約款」をご覧く ださ い。

【 障害給付金のお支払い】

（ 傷害特約または生存給付金付新傷害特約が付加さ れている契約が対象と なり ます。）

■障害給付金は、 責任開始期以後の不慮の事故により その事故の日から 180 日以内に所定の身体障害の状態に該当し

た場合にお支払いし ます。

■所定の身体障害の状態については、お手持ちの「 ご契約のし おり -定款・ 約款」をご覧く ださ い。

■所定の障害等級で第１ 級～第３ 級に該当する場合は、 特約を付加さ れていなく ても以後の保険料のお払込みは不要

になり ます。

【 介護終身年金〈 認知症加算型〉 のお支払い】

（ 介護終身年金特約〈 認知症加算型〉が付加さ れている契約が対象と なり ます。）

■介護終身年金は、 責任開始期以後の原因によって要介護２ 以上と 認定さ れたと き、 または所定の要介護状態が継

続し たと きにお支払いし ます。

■上記に加え、 所定の重度認知症に該当し た場合は、 年金額を加算し ます。

■ 所定の重度認知症と は、次の（ １ ）（ ２ ）のいずれにも 該当するものをいいます。
（ １ ） 医師の資格を持つ者により 器質性認知症と 診断確定さ れ、意識障害のない状態において見当識障害がある

こと 。
（ ２ ） 次の①から ③までのいずれかに該当すること 。
①「 認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」 にもと づく 認知症の程度がⅢ、ⅣまたはM のいずれかであると

医師の資格を持つ者により 判定さ れていること 。
②民法に定める後見開始の審判を受けていること 。
③被保険者を委任者と する任意後見契約について、 家庭裁判所により 任意後見監督人が選任さ れたこと によ

り 、その任意後見契約の効力が生じ ていること 。
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